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―幼稚園・保育所・小学校の連携に関する原理的考察―
畠　山　　　大
０．はじめに
　本稿の目的は、幼稚園・保育所・小学校の連携（以下、幼保小連携と略記）に関する現
状の特質を分析し、子ども達の学びの連続性を再構築するための条件を導出することにあ
る１）。
　幼保小連携は現代日本の教育問題の一つとして数えられ、研究レベルでも実践レベルで
も様々な形でそのあり方が模索されてきた。そもそも、歴史的に見れば、幼稚園教育と小
学校教育の連続性を問う議論は、わが国においても第二次大戦以前の時点ですでに見るこ
とができる２）。また、その実践的な取り組みへの模索も、とりわけ1920年代以降の進歩主
義教育の受容過程で行われてきたことが報告されている３）。その意味では、幼稚園教育と
小学校教育の連携は、歴史的にも極めて根が深い問題である。
　しかし、近年議論されている意味での幼保小連携の問題は、保育所保育のあり方を含め
た形で、より包括的なものとなっている。その直接的な原因の一つは、「小一プロブレム」
の問題であろう。幼稚園や保育所での比較的自由な雰囲気の中で育った子どもが、小学校
以降の固定された時間割やカリキュラム、教育方法に不適応を起こし、例えば、授業中に
立ち歩いたり、頻繁に私語をしたり、また、教師の話を充分に聞かなかったりといった問
題行動を起こすというものである。その結果として、特に小学校低学年の学級では、不適
応を起こした子どもに特別な対応を迫られる事態となっている。近年の幼保小連携は、こ
うした子ども達の「発達の連続性」や「学びの連続性」を担保し、学校教育に対する不適
応の軽減を図るための試みとして議論されているのである。
　こうした喫緊の課題とも言える「幼保小連携」問題であるが、本稿ではこの問題に対し
て方法学的なアプローチの仕方ではなく、その基盤となる議論を展開するために原理的な
方法をとりたい。あえて迂遠とも言える方法を採用する理由は、次の二点である。
　第一に、近年の問題状況を離れてこの問題を見たとき、幼稚園（保育園）の教育と小学
校以上の教育の連携の問題はすでに100年近い歴史を有しており、その意味では幼（保）
小連携は解決困難な複雑性を帯びている問題だということが挙げられる。明日必要とされ
る方法学的な手段の構築も極めて重要であるが、それと同時に、この歴史的問題を解決に
導くための条件の導出も併せて行われる必要があるはずである。本稿ではこの後者に論点
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を絞ることで議論を展開する。
　第二に、幼保小連携の問題は、幼稚園（保育所）教育と小学校教育の「連携のあり方」
という制度的な問題に留まらない極めて包括的な論点を含むものだという点が挙げられる。
実のところ幼保小連携問題は、それ自体の内に、保育者・教師が持つ「教育観」や「保育
観」そして「発達観」をどのように理解するかという認識論的問題を含んでいる。さらに
は、そもそも教育学において「連携」という概念をどのように理解するかという原理的難
問すらも含まれている。こうした問題群を議論の俎上に乗せるには、方法学的方法では不
十分である。
　以上の理由から、本稿は、幼保小連携問題が有する原理的論点を分析し、それらを踏ま
えて子ども達の「学びの連続性」を担保するための条件を導出することを目指す。
１．「段差」の比喩で語られる「幼保」と「小学校」の関係性
　幼稚園・保育所と小学校教育との相違を説明する際に、先行研究では「段差」の比喩を
用いている。例えば、木村吉彦は、幼稚園・保育所での遊び中心の生活から小学校以上の
教科学習中心の生活へと変化することは、子ども達にとってみれば「かなり大きな「段差」
である」４）と述べている。また、藤岡久美子も、「幼保小の違いの中で当事者である子ど
もにとって、いわゆる ｢段差｣ となりうるのは何なのかについて理解することが重要」５）
と述べ、幼稚園・保育所と小学校の間にある相違に「段差」の比喩を用いている。
　では、この「段差」とは具体的に何を示す比喩なのであろうか。言い換えれば、「段差」
という比喩によってその特徴の明確化が試みられている幼稚園・保育所と小学校との「相
違」とは何なのであろうか。ここでは、栃木県総合教育センター幼児教育部がまとめたリー
フレット「みんなで考えよう!! 学びをつなぐ幼・保・小連携」を例に検討する。このリー
フレットでは、その冒頭に「小学校に入学するときに、子どもが感じる「段差」について
考えてみましょう」６）という文言が記載され、そこから幼保小連携の説明が始められて
図１：「上れない「段差」」と「下りたくない「段差」」７）
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いる。その説明によれば、幼稚園・保育所と小学校教育との間にある「段差」には２つの
意味があるとされている。１つは「上れない「段差」」であり、もう１つは「下りたくな
い「段差」」である。
　まず一方の、「上れない「段差」」であるが、これは主に学習面での段差を意味している。
子ども達は、幼稚園・保育所から小学校へと移行する際に、「遊びを中心とした活動」の
中で子ども達一人ひとりが「学び」の経験を得ていく形から、「教科」や「時間割」とい
う枠組みの下で集団的に「学び」を進めていく形への変化が求められる。この違いは極め
て大きい。例えば、先に見た木村の研究では、この変化について、幼稚園・保育所では「自
分で決めた課題（自分のしたい遊び）を自分で達成する（自分の力で表現する）生活が中
心であったが、教科学習では外から来る課題に自分がどのように対処するのか（知識・技
能の習得が中心）が問われる」８）と説明している。この大きな変化に直面した時、子ど
も達がそれに対して感じる心理的困難を、このリーフレットでは「上れない「段差」」と
いう比喩で表現しているのであろう。
　他方の「下りたくない「段差」」であるが、これは主に生活面での段差を意味している。
幼稚園・保育所では、年長児となればある程度自律的に行動することが求められ、また子
ども達はそうした保育者からの期待に応えることで達成感や自己効力感を得ていく。幼稚
園・保育所の現場を訪ねると、年長児がより年少の子ども達の手伝いや遊びの援助を進ん
で行ったり、年長の子ども達だけで問題解決を行ったりする場面を度々目にすることが
できる。こうした環境の中で年長児たちは生活しているため、「自分のことは自分でする」
という意識を持っている子どもも多い。しかし、こうした子ども達が小学校に入学すると、
そこでは最年少の１年生となる。その時、教師や上級学年の児童から「自力ではできない」
ことを前提として関わられてしまう。小学校入学前までは、「自力でできることは自力で
行う」ことを求められていた子ども達が、突然「手伝いがなければ自力でできない存在」
へと格下げされてしまうのである。これは、子ども達から達成感や自己効力感を奪う可能
性が極めて高い。そのため、子どもの側から見ると、小学校への進学は学校段階が「上が
る」というよりも「自力でできない存在」へと「下りる」ことを意味する。この点を指し
て、栃木県のリーフレットでは「下りたくない「段差」」という比喩を用いているものと
推測できる。
　このように、子どもの側から見たときに、幼稚園・保育所と小学校教育との間にある相
違は、たしかに「上れない「段差」」や「下りたくない「段差」」として見られるものである。
しかし、この「子どもの心理的な段差」とでも呼ぶべき相違は、そもそも、幼稚園・保育
所と小学校との間にある「教育」についての考え方の相違に起因している。幼保小連携の
問題を考察するためには、「段差」の比喩を超えて、この相違を可能な限り明確にしてお
かなければならない。
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　そこで、以下では、その「相違」をより丁寧に検討することで、現在の幼稚園・保育所
と小学校との間にある「教育」の考え方の相違を明確にしたい。
２．幼稚園・保育所と小学校の「相違」の特質
（１）幼稚園・保育所と小学校の「相違」の背景
　幼稚園・保育所と小学校との間にある「相違」は、言い換えれば、幼児教育
・ ・
（保育所に
おける教育機能も含む）と小学校教育
・ ・
との間にある「相違」でもある。たしかに、現行の
学校教育法第１条を見る限り幼稚園は「学校」と呼ばれる教育機関の先頭に位置づいてお
り、あくまで法制度上は、幼児教育も学校教育の範疇に含まれている。しかし、幼児教育
と小学校以上の「教育」の実際のあり様を比較すると、様々な点で相違が目立つ。この相
違の背景を、ここでは大きく２つの観点から指摘しておきたい。
　１つは、幼稚園・保育所と小学校が持つそれぞれの「文化的相違」を挙げることができ
る。酒井朗は、「日本では保育所、幼稚園、小学校、さらには中学校、高等学校のそれぞ
れが校種ごとに独自の園文化・学校文化を発達させている」９）と述べる。これは、幼稚園・
保育所が歴史的に構成してきた独自の「文化」（園文化）と、小学校（以上の学校）が歴
史的に構成してきた独自の「文化」（学校文化）の相違を指摘するものである。酒井の指
摘に従うならば、この相互の文化的背景の相違が、幼稚園・保育所（の教育的機能）と小
学校との「教育」の相違を生み出していることになる。同じ「教育」という範疇の中で制
度化されながらも、幼稚園・保育所と小学校というそれぞれの場で、教育についての異な
る思想や慣習が歴史的に育まれ、それが「園文化」や「学校文化」という言葉で概念化さ
れているのである。
　いま１つは、幼稚園・保育所と小学校とに求められる「社会的役割の相違」がある。小
学校は子ども達の「学びの場」であるため、「学習指導要領」やそれに基づいて作成され
る教科書に依拠して教科学習を深めていくことが何よりもその大きな役割となっている。
それに対して幼稚園・保育所は、子ども達の学びの場であると同時に、子ども達にとって「第
二の家庭」であることが求められる。すなわち、家庭でなされる子ども達への保育を、保
護者に代わって組織的かつ専門的に行うことが求められる。一昔前までは、幼稚園と保育
所は、例えば「幼稚園は教育、保育所は保育」という曖昧な文言で、ある程度それぞれの
独自性が語られてきた。しかし近年では、幼稚園でも保育所と同様に「預かり保育」や「延
長保育」が行われ、さらに３歳児未満の子どもへの対応や、家庭の「子育て支援」を行う
ことが求められるようになっている10）。また、認定こども園の広がりもあって、幼稚園と
保育所の役割が徐々に脱境界的になってきている。こうした社会的な状況の変化もあるた
め、幼稚園・保育所には共に、子ども達にとっての「第二の家庭」としての役割が期待さ
れるようになっている。
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　以上の背景を有しているため、幼稚園・保育所と小学校とでは、それぞれの場での「教
育」が同じ「教育」という言葉で語られながらも、その内実は異なる形で制度化されるの
である。以下、その制度化のあり方を具体的に検討し、「幼保小連携」に求められる原理
的条件を考察する。
（２）幼稚園・保育所と小学校の「相違」の実態
　幼稚園・保育所と小学校の「相違」の実態は、実に様々な形で挙げることが可能である。
その数多くの相違を、本稿では次の３つの観点に絞って論じる。
　①カリキュラムの編成原理の相違
　②教育方法の原理の相違
　③教育実践の場を規定する学習環境観の相違
①カリキュラムの編成原理の相違
　幼稚園・保育所であれ、小学校であれ、それぞれの「教育」の特色が目に見える形とし
て現れるのは「（顕在的）カリキュラム」である。この「カリキュラム」については、幼
稚園と小学校では「教育課程」、保育所では「保育課程」という言葉が用いられているため、
ここでは便宜上、両者を併せて「カリキュラム」と表記する。
　さて、この「カリキュラム」の教育内容の部分に着目してみるならば、その編成の基準
となるのは、幼稚園・保育所では「幼稚園教育要領」であり、小学校では「学習指導要領」
である。一般に知られるように、「幼稚園教育要領」では「健康」・「人間関係」・「環境」・「言葉」・
「表現」の５つの領域でそのねらいや内容等が記述されている。これらは「５領域」と呼ばれ、
子ども達の発達を捉える「視点」として用いられることが目指されている11）。他方、小学
校の「学習指導要領」は、各教科、道徳、外国語活動、総合的な学習の時間、そして特別
活動と多岐に渡る教育内容が記載されている。中でも多くの比重を占めるのが、「各教科」
である。先に述べたとおり、小学校以上の学校教育に求められる大きな役割として、教科
学習の指導がある。そのため、「学習指導要領」では、この「各教科」の目標や各学年で
の内容が丁寧に記載されている。
　ここで注意したいのは、「領域」と「教科」の概念的相違である。
　幼児教育で用いられている「５領域」とは、あくまで子どもの発達を捉える５つの「視点」
である。すなわち、子ども達がある活動や遊びを行う中で、保育者が「この子どもの健康
面の発達はどうか、人間関係面での発達はどうか、言葉の面での発達はどうか…」と一人
ひとりの発達を理解するための立脚点となるものである。そのため、「領域」という考え
方においては、「健康」なら「健康」だけを取り出して特別に時間を設けて指導したり、「言葉」
なら「言葉」だけを取り出して特別に指導したりするということは想定されていない。あ
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くまでも「領域」は一つの活動や遊びの中にある学習経験を総合的に捉えていくための視
点なのである。このように考えると、「領域」という概念は、子ども達の「学習経験の総合性」
を重視したものであると言える。
　それに対して、小学校の「教科」は、子ども達の学習内容を記載した「内容事項」であ
る。「国語」であれば国語の、「算数」であれば算数の学習内容が、各学年の段階に系統的
に振り分けられて記載されている。例えば、小学校１学年の「算数」を見てみよう。以下
は、「A 数と計算」に記載されている学習内容である。
　　（１） ものの個数を数えることなどの活動を通して、数の意味について理解し、数を
用いることができるようにする。
ア　ものとものとを対応させることによって、ものの個数を比べること。
イ　個数や順番を正しく数えたり表したりすること。
ウ　数の大小や順序を考えることによって、数の系列を作ったり、数直線の上
に表したりすること。（以下、略）12）
　このように、子ども達は各教科において細分化された学習内容を、教科書を学習材とし
て、また、45分を１単位時間とする時間割に沿って学習し、習得することが期待されてい
る。このように見てみると、「教科」という概念は、子ども達の「学習経験の細分化・学
習内容の専門性」を重視したものであると捉えられる13）。
　以上の関係を、図式的に整理しておこう。
②教育方法の原理の相違
　次に、幼稚園・保育所でとられる「教育方法」と小学校以上の学校教育でとられる「教
育方法」の相違に着目する。議論を明確にするため、ここでは小学校以上の学校教育で用
いられる方法から検討したい。
図２：「領域」と「教科」の概念的相違
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　小学校以上の学校教育では、原則として、「直接教育」または「直接的指導」　と呼ばれ
る教育方法が用いられている。私達自身の学校経験を振り返れば容易に思い出せることで
あるが、小学校以上の学校では、教師が黒板の前に立ち、「○○さん、教科書の何ページ
を読んでください」や、「この言葉の意味は何ですか？」という行動を直接的に指示ない
し誘引する指導言語（指示言や発問）が頻繁に用いられている。いわば、教師が学習者に
期待することを、明確な言語で指示・伝達・発問し、期待される学習活動や言動を学習者
の側に生起させることを目指すのである。この背後には、学校教育が持つ「目標観」があ
ると推察できる。学校教育では、基本的に「○○ができる」、「○○がわかる」といった行
動の形で示される到達目標が用いられている。例えば、小学校の算数で言えば「一桁の足
し算ができる」という形式の目標である。子ども達の学習経験の成果は、こうした到達目
標に基づいて、ペーパーテストや課題物で測定され、評価される。この時、より良く到達
目標を達成するには、子ども達の活動を直接的に学習経験へと導く「直接教育」の方法が
効率の面で良いことになる。
　他方の幼稚園・保育所の「教育方法」であるが、これは学校教育とは対照的に、原則と
して「間接教育」または「間接的指導」と呼ばれる方法で行われることが期待されている。
木村吉彦の説明によれば、間接教育とは次の方法を指す。
間接教育とは、教育（保育）のねらいや目標を学習（保育）環境に反映させることによっ
て、学習者（子ども）の主体的な活動を誘発しようとする教育の方法のことである14）。
　ここで「誘発」という言葉が用いられている点に着目したい。保育者は、直接的に子ど
もの活動を導くのではなく、そのきっかけとなる「学習（保育）環境」を創り出すことで、
子どもの活動を引き起こすのである。この一見するとわかりにくい方法が用いられる背景
には、幼児教育における「目標観」がある。幼児教育では、基本的に「方向目標」と呼
ばれる目標観に基づいて日々の教育（保育）活動が展開される。方向目標は、学校教育に
おける到達目標とは異なり、具体的な行動ではなく方向性を示す指標によって構成される。
例えば、「幼稚園教育要領」の領域「表現」の項目を見てみると、「ねらい」として次のよ
うな目標群が記載されている。
　　（１）　いろいろなものの美しさなどに対する豊かな感性をもつ。
　　（２）　感じたことや考えたことを自分なりに表現して楽しむ。
　　（３）　生活の中でイメージを豊かにし、様々な表現を楽しむ15）。
　これらは全て、行動ではなく、一般的には「心情や意欲、態度」と呼ばれるものであ
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る。（２）の目標を例にするならば、「感じたことや考えたことを自分なりに表現して楽し
む」という態度の方向性が明確ならば、その内実が、例えば歌を歌うことでも絵を描くこ
とでも、ごっこ遊びでも問題ないことになる。むしろ、幼児教育では、個々の行動を超え
て、以後の学びにおいて子ども達が主体的に活動を展開していけるように、より根本的な
方向性を示す目標群が用いられているものと推測できる。そして、子ども達がそうした方
向性を主体的に獲得していくように、保育者の側からは「間接教育」という消極的な方法
が用いられるのである16）。
　以上の関係を整理すると、次のようになる。すなわち、小学校以上の学校教育では、教
師の側の目に見える主導性が重要視され、それが指導言語という直接的な教育方法として
具現化される。この背後には、「到達目標」として示される教育目標の考え方がある。他
方の幼児教育においては、保育者の意図や期待は方向性として明確化されていながらも、
活動の展開過程における目に見える主導性は子どもの側に委ねられている部分も多く、い
わば、子ども達は保育者が方向性として持つ「潜在的な意図性」の中で主体的に個々の活
動を展開することが求められるのである。
③教育実践の場を規定する学習環境観の相違
　幼稚園・保育所と小学校以上の学校教育とでは、おそらく、この「学習環境」について
の考え方が最も大きな相違を示す点であろう。幼児教育の分野では、ある活動に求められ
る学習（保育）環境をデザインし、具体化することを、「環境構成」という言葉で概念化
している。先に木村の説明で確認したように、幼児教育における教育方法は、保育者が持
つねらいや意図を学習（保育）環境に反映させて具体化し、子ども達はその環境の中で主
体的に活動を行うことで、保育者のねらいや意図の影響を受けつつ、子ども達独自の活動
を展開していく。この「環境構成」の重要性について、小川博久は次のように述べている。
…幼児の遊びや遊びの群の様態は、保育者の言語的指示や強制によって形成すること
はできない。そういう状況を保育者は自己の直接的な働きかけでつくることはできな
い。できるのは、環境構成によってである17）。
　小川が強調しているように、幼児教育においては、保育者の直接的な働きかけだけで子
ども達の活動（遊び）を形成することは難しい。むしろ、保育者には、子ども達自身が自
己の興味や関心を遊びの形で表現できるように、子ども達の活動を豊かにする環境を創り
上げることが求められる。その際、想定されるべき環境は、必ずしも遊びの道具や素材といっ
た「物的環境」に限られるものではない。むしろ、共に活動する保育者や、一人ひとりの
子ども達という「人的環境」も重要であるし、その活動を充分に展開することが可能な「時
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間的環境」も必要である。小学校に比べて45分１時間という「単位時間」の考え方がない
幼稚園・保育所は、比較的、活動に応じた時間配分を考えることができる。活動によっては、
数日間かけて発展させるものも想定できるであろう。こうした物的・人的・時間的環境を
保育者は日々考え、子ども達の活動をより豊かにする方法を構想しなければならない。
　もちろん、充分に環境が創られているからといって必ずしも子どもの遊びが豊かになる
とは限らないが、少なくとも保育者側の意図として、子ども達の遊びの発展を考え、それ
に必要な環境を構成することが強く求められる。それ故に、幼児教育の分野では、この「環
境構成」の重要性が強調される。
　それに対して、小学校以上の学校教育においては、子ども達の活動に見合う環境を教師
が日々考え、具体化するという考え方に乏しい。「環境構成」という概念が用いられるこ
ともほぼ無いのが現状である。なぜなら、小学校以上の学校では、約40人程度の子ども達
を個別の座席に座らせて収容できる「教室」という空間が予め設定されており、その中で
展開可能な学習活動を行うことが一般的だからである。体育や音楽、理科の実験等を除け
ば、基本的に「自分の教室」で座学することが中心であり、また、教師の側もそれを前提
として授業の準備を行う。その意味で、「教室」という装置は、最も基底となる部分で教
育方法を固定する条件であると言えよう18）。
　幼稚園・保育所で過ごした子ども達にとって、この小学校での環境差は極めて大きな負
担となる可能性がある。というのも、幼稚園・保育所では活動に集中して取り組む中で比
較的自由に行動をすることが許されていたのに対し、小学校では授業中は集中していよう
が集中していまいが、基本的に同じ姿勢で座席に着いていることが求められるからである。
　最も広い意味で、また、最も深い意味で教育方法を規定する「学習環境」への考え方の
違いは、幼児教育から学校教育へと移っていく子ども達にとって、極めて無視できない影
響があるのである。
３．「学びの連続性」の再構築としての幼保小連携
（１）子どもの「学びの連続性」を再構築する条件
　さて、これまで幼稚園・保育所と小学校との相違を、３つの論点に絞る形で明確化して
きた。この作業から、幼児教育と小学校教育の間を移っていかざるを得ない子ども達の「学
びの連続性」を確保する条件を検討する。
　まず、真っ先に指摘できるのは、制度的に子どもの「学びの連続性」を確保する手段を
構想しなければならない点である。この点は、1989年版「小学校学習指導要領」において「生
活科」が導入された時以来、盛んに論じられてきた点でもある。「生活科」に関して言えば、
子ども達の生活的実体験を媒介としながら、小学校以上の教科の学びへと連続性を確保し
ていく試みとして導入され、これまでに実践が積み重ねられてきた。これは今でもなお継
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続して努力が続けられている点である。これに加えて、この「生活科」を発展させた導入
カリキュラムとしての「スタートカリキュラム」19）を組んだり、合科学習を計画したりと、
様々な形で制度的に「学びの連続性」を確保する試みが続けられている。
　これらの努力は、すべて先に挙げた幼稚園・保育所と小学校との間にある相違を乗り越
えるために試みられているものである。「生活科」を媒介として入学期の導入カリキュラ
ムを設定することは、幼児教育と小学校教育との間にあるカリキュラム編成の原理の相違
を今一度再考し、適切な連続性を確保することになる。また、その導入カリキュラムの下
で展開される実践は、これまでの学校教育が前提としてきた教育方法や学習環境を今一度
再考する必要性を迫るものであろう。なぜなら、幼児教育に見られるような活動型の教育
プログラムを学校教育に導入するには、従来の「直接教育」という方法や「教室」という
学習環境だけでは十分に対応できないからである。
　現代的課題として存在する幼児教育と学校教育との間の「段差」を考える時、こうした
制度的な仕組み作りの重要性は論を待たないであろう。明日の実践を作り変えていく方法
学的手段の構想は、歴史のどの時点においても極めて重要な問題であるからである。その
意味において、制度面の整備は、子どもの「学びの連続性」を再構築する条件として極め
て大切である。
　しかし、それと同時に指摘すべき点がある。それは、そもそも「子どもの発達」をどの
ように理解するかを今一度再考する必要があるのではないか、という点である。これは言
い換えれば、人間の「発達観」を理解し直す作業の必要性を指摘するものである。
（２）人間の「発達観」の再考―関係論的発達観への転換
　そもそも、これまでの教育学、特に学校教育は、基本的に「子どもの発達の過程が個人
の内で連続して上昇していること」を前提としてきた傾向が強い。例えば、学校教育に
おける学習事項の配列を考えてみると、一般的には「具体的な事柄から抽象的な事柄へ」、
または、「基礎的、基本的な事柄から応用的、発展的な事柄へ」という原則が貫かれており、
学校教育におけるカリキュラムは、この原則の下で、学年や学期を経るごとにより高度な
学習を一人ひとりの子ども達に求めていく。これは、その子ども個人の認識的かつ身体的、
心情的な発達を想定しての配列であることは言うまでもない。また、これは、発達がその
子どもの内側で起こる変化であることを想定しての配列でもある。なぜなら、その学習の
成果は、一人ひとり個別的に測定され、評価を受け、「その学年としてふさわしい知識や
技術を身につけているか」が個人能力主義的に判断されるからである。つまり、子どもの
発達の過程が「個人の内で連続して上昇していくこと」を裏付けとして、学習事項は配列
され、その習得が目指されているのである20）。
　しかし、幼児教育から学校教育へと移行しつつある幼年期の子ども達に対して、この「発
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達の過程が個人の内で連続して上昇している」という見立てはどこまで有効なのだろうか。
いや、より広く言えば、そもそも、一人の人間の生涯において、この「発達の過程が個人
の内で連続して上昇している」という見立てはどこまで有効なのだろうか。
　人間の発達は、一人ひとりの人間のあり方に即して細かく見れば、決して連続して
・ ・ ・ ・
上昇
してはいないはずである。時に停滞し、時に落ち込み、時に飛躍しながら、少しずつ次な
る発達の「状態」を示していく。そしてまた、その過程で、様々な他者と出会ったり社会
的な制約を受けたりして、他者や社会と相互作用的に発達の達成状態をその都度再構成し
ていく。これは決して他者や社会を「道具的に利用して」個人の発達を遂げるという意味
ではない。むしろ、森田尚人が指摘するように、「個人の発達それ自体が社会的・歴史的
に構成される」21）ということである。森田は次のように述べる。
このことは個人の心理過程が社会的な諸条件によって影響されるという被拘束性を意
味するというより、むしろ個人は社会的諸関係において一定の役割を遂行する中で、
行為に対する社会統制と意味生成という両義的過程を通して主体として産出されると
いうことを意味している22）。
　私達は、社会的関係性の中で行為し、活動している。このことの意味は、私達は絶えず
関係性の中で自らができることや為すべきことを遂行しているということである。そこに
はその場での制約や限界もあるであろう。また、その時の人間関係によっても出来ること
と出来ないことがあるであろう。こうした社会的関係性の諸条件の中で、私達は自らの
発現できる行為を為しているに過ぎない。つまり、私達はある発達段階の中で事項的に示
されるような個別の能力を、具体的な状況を離れて個人の内に所有しているというよりは、
その都度の関係性の中で、特定の行為を発現し得る諸条件と関わりを持ちながら活動して
いることになる。
　これは、佐伯胖が説明する「関係論的視点」で「発達観」を再考していることを意味す
る。佐伯はこの「関係論的視点」について次のように述べる。
関係論的視点とは、従来、個人が「所有」ないし「獲得」しているとされていた能力
や性格特性について、その個人が「今、そのときの」社会的な関係、文化的な関係、
歴史的な関係の中で、また、それらとの関係づくりとして生きているあり方であるこ
とを重視し、そういう能力や特性を「目立たせる」関係構造を明らかにしようという
立場をさしている23）。
　幼保小連携の問題を考える時、この佐伯の言う個人の「能力や特性を「目立たせる」関
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係構造を明らかにしよう」とする視点は、極めて重要である。例えば「小一プロブレム」
に見られるような子どもの発達上の課題は、この関係論的視点に立てば、必ずしもその子
ども固有の問題とは言えなくなる。幼年期の子どもは、新しい活動の段階へと進むうえで、
大人よりもより目に見える形で一時的に停滞したり落ち込んだり、飛躍したりする。小
一プロブレムの場合、「小学校」という新しい活動の段階へと子ども達が進んでいるため、
その「小学校」という社会的関係性の中で子ども達は行為しなければならない。その時に、
一見すると、今まで出来ていたことが急に出来なくなったり、今までは現れなかった行動
が突如として発現したりする。
　このように考えると、幼保小連携を進めていく上で極めて重要になるのは、保育者と小
学校教師が共に既存の「発達観」を一度留保し、関係論的視点に立って子ども達の発達の
姿を見ていくことである。小学校教師は、目の前の子どもの「できる、できない」という
事実に縛られるのではなく、その子どもの「できる、できない」理由を、その子を取り巻
く社会的関係性まで視野を広げて検討する必要がある。また、保育者も、目の前の子ども
の「できる、できない」という事実を個人の能力や発達段階に還元することなく、その子
どもが今置かれている社会的関係性を含めて、その子の「できる、できない」事実を理解
していく必要がある。その時に初めて、保育者と小学校教師との間で、共通の「発達観」
の下でその子どもの状態を理解する機会を得ることができるのではないだろうか。
（３）「教育観」・「保育観」の再考の必要性
　このように考えると、子ども達のより良い活動を支えていく上で、既存の「教育観」や
「保育観」もまた再考しなければならない。
　そもそも、前章で検討したような、現在当然のこととして用いられている教育（保育）
方法やカリキュラムの編成原理、学習環境には、その背後に、「教育や保育をどのような
ものとして理解するか」という既存の思想、すなわち既存の「教育観」や「保育観」が存
在する。教育（保育）方法やカリキュラムの編成原理、学習環境等の形を持ったシステムは、
それが明示化されていようと明示化されていまいと、特定の「教育観」や「保育観」の一
つの現れである。それ故に、関係論的視点で子どもの発達を理解し、その理解に基づいて
新たな教育方法やカリキュラムの編成原理、学習環境を生み出すならば、それは必然的に
その背後にある「教育観」や「保育観」の問い直しも含まざるを得ない。
　そして、実に複雑なのが、この「教育観」や「保育観」は、園文化や学校文化としての
制度的な観念（conceptions）としても、そしてまた個々の園・学校のレベルでの微妙な
差異をもった個別的な観念としても存在していることである。ここでは「指導」という言
葉を事例に検討しよう。
　「指導」という言葉は、これまで教育学において様々な場面で使用されてきたものである。
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とりわけ学校教育の文脈では、「指導」という言葉は、学習指導や生活指導、進路指導といっ
た形で頻繁に目にすることができる。ここでの「指導」という言葉の中核的な意味は、先
に見た直接教育と同様に、教師からの直接的な指導言語（指示・伝達・発問）によって学
習者に期待される学習活動や言動を生起させることである。直接教育が学校教育における
「教育観」を反映した方法であるならば、この「指導」の理解は、直接教育と同様に、その「教
育観」を具現化したものとなる。その意味において、「指導」という言葉は、既存の学校
教育において中核を占めるものである。
　それに対して、幼児教育の文脈では、この「指導」という言葉の扱いは極めて難しい。「幼
稚園教育要領」に代表されるような文書においては「指導」という言葉が使用されている
ものの、現場の実態としては「援助」や「支援」という言葉を好んで使用する幼稚園・保
育所がある。仮に「指導」という言葉を用いるとしても、例えば、以下のような条件が付
けられている。
幼児教育における「指導」とは、保育者が子どもを保育する営みを総称して用いられ
る場合があります。つまり、その「指導」の実際は「援助」や「支援」と同様、子ど
もに即して発達を支えるといった意味として用いられます24）。
　こうした事情があるため、保育者養成校で実習担当をすると、実習を行う学生に「指導」
という言葉を使用させるか否かで頭を抱えることになる。実際、幼稚園・保育所によっては、
「指導という言葉ではなく援助や支援という言葉を使用してください」とご指導くださる
所がある。この背景には、「指導」という言葉に、既存の学校教育が有している「教育観」
が反映されており、それが「指導」という言葉を介して表面化してくるという理由がある
からであろう。その表面化してくる「教育観」が幼児教育の場に馴染まないと判断されれ
ば、「指導」という言葉は当然のことながら排除される。
　これは単なる言葉遊びの問題ではない。なぜなら、この「指導」という言葉の事例では、
当の言葉の理解を巡って、個別の幼稚園・保育所・小学校（学校教育）の「教育観」・「保育観」
が浮き彫りになるからである。「指導」という言葉の使用が当然視される学校教育と、「指
導」という言葉の使用にセンシティブさが求められる幼児教育が同じ「教育」という言葉
を用いてそれぞれの実践を語った時、その「教育」の内実、すなわち「教育」の観念は全
く異なるものとなるであろう。そしてまた、同じ幼稚園や保育所という場であっても、「指
導」という言葉に違和感を覚える園とそうでない園とでは、また異なる「教育観」・「保育
観」を有していることになる。
　実のところ、幼保小連携の問題を考える時に、この個別の「教育観」・「保育観」の相違
は極めて重要な論点となる。連携の対象となる園や学校が、自分の園や学校と比べてどの
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り方を模索することは現実的に不可能である。たとえ、その「連携」のあり方が、年間を
通したカリキュラム上の「接続」を模索するという大規模のものであれ、単発の行事や交
流活動を計画するという比較的小規模のものであれ、互いの「教育観」・「保育観」の明確
化という作業は避けて通れない。
　酒井は、現行の「連携」の事例の多くが幼稚園・保育所と小学校の交流活動であること
を指摘した上で、それらに対して「子ども同士の交流活動の自己目的化」25）の問題を見
抜いている。この指摘は、いわば、「連携」の事例の多くが幼稚園・保育所と小学校の子
ども達の表面的な交流活動に留まってしまってしまい、「なぜその交流活動が必要なのか」、
「その交流活動によってどのような意味で相互の教育活動の連携がなされたと言えるのか」
という問いが問われないままで、活動だけが進められているということであろう。「連携」
を模索するにあたって、保育者と小学校教師が、相互の「教育観」・「保育観」のレベルま
で掘り下げて意見交換する場を持たなければ、当然の帰結として、その「連携」によって
相互の「教育」の一体何を連携することになるのかが見えないままとなる。
　この「場」の欠落は、幼稚園・保育所と小学校との相互理解の不足を導くことにもなる
であろう。また、それ以上に、異なる思想を持つ他者との出会いによって初めてもたらさ
れるはずの、自身の「教育観」・「保育観」の明確化の機会さえも奪ってしまう。小学校で
言えば、幼稚園・保育所の「教育観」・「保育観」に触れることで、学校文化として構成さ
れてきた「教育観」が初めて浮き彫りになるであろうし、幼稚園・保育所で言えば小学校
の「教育観」に触れることで、園文化として構成されてきた「教育観」・「保育観」が初め
て明確になる。
　このように、「連携」という作業においては、私たちが当然のことと見なしてきた教育・
保育のあり方を根底から見直し、その上で、子どもの「学びの連続性」を構築していく方
法を、幼稚園・保育所と小学校との相互の歩み寄りの中で模索する必要があるのである。
４．おわりに
　幼稚園・保育所と小学校の「連携」においては、相互の教育（保育）の過程の中で、子
ども達の「学びの連続性」を確保していくことが何よりも重要である。これまでに確認し
てきたように、その連続性を制度的に確保する手段を構想することは、現代教育の喫緊の
課題である。すでに様々な自治体において制度化が模索されている生活科の「スタートカ
リキュラム」はその一例である。生活科を媒介とした、または、いくつかの教科を合科的
に扱った小学校への導入カリキュラムを考案することは、幼稚園・保育所から小学校への
学びの経験を連続性のあるものとして再設計することになるであろう。
　しかしそれと同時に、本稿では次の２点を指摘した。
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　第一に、子どもの「発達観」の捉え直しである。幼保小連携問題を考える上では、従来
のような個人能力主義的な発達観では、考えるべき論点を看過してしまう。小一プロブレ
ムに見られるように、子ども達は新たな環境下へと移行する時、自身の行為を再構築する
必要性に迫られる。その再構築に手間取るとき、私達の目に問題行動として現れる数々の
振舞いをなす。この再構築は決して子どもの「内」で起こるものではなく、むしろ「小学校」
という新たな社会的関係性と分かちがたく結びついている。この点を適切に捉えて子ども
達の教育のあり方を考えていくには、関係論的視点を有した発達観に転換する必要がある。
　第二に、既存の「教育観」や「保育観」を問い直す必要性があることである。これには
２つの理由があった。１つ目の理由は、関係論的視点で子どもの発達を理解し、その理解
に基づいて新たな教育方法やカリキュラムの編成原理、学習環境を生み出すならば、それ
は必然的にその背後にある「教育観」や「保育観」の問い直しも含まざるを得ないとい
う点である。これは「発達観」の転換に伴って必然的に求められる問い直しの作業である。
そして２つ目の理由は、幼保小連携の問題を考える時に、幼稚園・保育所と小学校が個別
に持つ「教育観」・「保育観」の相違を相互に明確にしなければならないという点である。
そもそも、「教育観」・「保育観」は、幼稚園・保育所と小学校というそれぞれの場で、歴
史的かつ社会的に構成されてきたものである。それ故に、私達は既存の考え方を当然視し
やすい。しかし、連携の対象となる園や学校が、自分の園や学校と比べてどのような「教
育観」・「保育観」を持つ所なのかが見えてこなければ、「連携」の具体的なあり方を模索
することは現実的に不可能である。「連携」を実質のあるものとして具体的に模索しよう
とするならば、この問題は避けて通れないのである。
　以上の論点を概念図的に示すならば、以下のようになる。
図３：幼保小連携の条件の概念図
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　この概念図に示されている３つの作業が、幼保小連携問題を考える上での基礎的な条件
となる。むろん、それぞれの作業を進める上ではさらに様々な下位条件の整備が必要にな
るであろう。特に「発達観」の再考や「教育観」・「保育観」の再考は、極めて原理的な問
題であるが故に、そのための方法や条件を丁寧に分析することが必要である。この点は今
後に残された課題である。とはいえ、教育における「連携」という概念を実質のあるもの
とするためには、少なくとも上記３つの作業が欠かすことのできないものであることは指
摘できる。これは裏を返せば、この３つの作業を進めることによって初めて、教育におけ
る「連携」概念により豊かな内実を伴わせることができるということなのである。
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